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第３回産業構造審議会 保安･消費生活用製品安全分科会 

【日時】令和元年12月25日(水) 

【場所】経済産業省別館３階 312各省庁共用会議室 

 

 

○田尻保安課長  それでは、お時間になりましたので、ただいまから第３回産業構造審

議会保安・消費生活用製品安全分科会を開催いたします。 

 本日は御多用の中、御出席いただきまして誠にありがとうございます。事務局をしてお

ります保安課長の田尻でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 開催に先立ちまして、本日の会議はペーパーレスで行うこととなっておりますので、委

員の皆様にはお手元にiPadを配付しておりまして、かつ、iPadの使用方法については、お

手元の説明資料を御覧いただければと思いますけれども、もし操作につきまして御質問が

ある、または動かないというようなことがありましたら、事務局の方に御連絡いただけれ

ば、すぐ対応させていただきたいと思っております。 

 では、まず開会に先立ちまして、事務局を代表いたしまして、技術総括・保安審議官の

小澤から一言御挨拶差し上げます。よろしくお願いします。 

○小澤技術総括・保安審議官  技術総括・保安審議官の小澤でございます。 

 委員の皆様におかれましては、本日は年末のお忙しい時期にもかかわらず、お集まりい

ただきまして、本当にありがとうございます。 

 この保安・製品安全分科会は、例年ですと大体３月、年度末に近い時期にやっておりま

したが、今回は年末にも開催させていただき、その上で年明け、３月、４月頃にも行おう

と考えてございます。というのは、保安、あるいは製品安全の分野は昨今、非常に災害も

多いこともございますので、そういった中でどういった政策展開を図っていくかというこ

とが、非常に大事な時期になってございます。 

 委員の皆様におかれましては、年に１度ということではなくて、少し回数を増やして私

どもの政策の方向性について御審議をいただければということで、今回は年末に設定させ

ていただきました。 

 今日は大きく分けて２つでございます。最近の災害に対する対応を最初に御説明させて

いただきまして、その後、最近の環境変化を踏まえた保安行政をどのように展開していく

かという方向性について御紹介をさせていただいて、その上で御審議をいただき、忌憚の



- 2 - 

 

ない御意見をいただきたいと思います。 

 今年は特に災害が多い年でございました。１月３日には熊本地方で地震、これは震度６

弱の地震でございました。こういったものから始まりまして、２月には北海道胆振地方で

の地震もありました。６月には山形県沖の地震、その後は、九州北部での豪雨、台風15号、

19号による災害がございました。もちろん災害はできる限り影響を小さくするために最善

の努力を尽くすというのが私どもの使命でございますが、やはり災害のときには被害が少

なからず出てしまうこともございます。そういったプロセスの中では、どういったことを

行ったのかということを一つ一つしっかりと検証し、それを教訓にして、次の展開をして

いくことが大事でございます。今日も御紹介させていただきますけれども、そういった中

で私どもも改善すべき点は改善し、さらにいいものにしていくという努力を進めていきた

いと考えてございます。 

 それから、環境変化が相当進んでおります。最近も発表ございましたけれども、出生数

が相当減少している、少子高齢化がなお一段、急速に進んでいる状況である中、人手不足

をどう克服していくのか、そのために新しい技術をどのように活用し、それを実装してい

くのか、こういったことが安全・保安の分野でも大事になってこようかと考えてございま

す。そういったものをお示しさせていただいて、ぜひ忌憚のない御意見をいただければと

思います。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

○田尻保安課長  ここからの議事進行につきましては、横山分科会長にお願いいたしま

す。なお、カメラ撮りの方はいらっしゃらないかと思うのですけれども、カメラ撮りはこ

こまでで、引き続き部屋にいていただく分には構いませんので、よろしくお願いいたしま

す。 

 では、分科会長、お願いいたします。 

○横山分科会長  分科会長の横山でございます。本日は、効率的に会議を進めてまいり

たいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、事務局より、会議の定足数の報告と資料の確認をよろしくお願いいたします。 

○田尻保安課長  本日は委員及び臨時委員の20名中御本人16名の御出席をいただいてお

り、分科会の定足数に達しております。 

 ここで、新任の委員の方、３名いらっしゃいますので、五十音順に御紹介させていただ

きます。 

 まず、市川祐三委員の御後任として、高圧ガス保安協会会長の近藤賢二様。 
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○近藤委員  近藤でございます。よろしくお願いします。 

○田尻保安課長  次に、中野伸寿委員の御後任として、日本火薬工業会会長の坂田貞二

様。 

○坂田委員  坂田でございます。よろしくお願いいたします。 

○田尻保安課長  本山馨委員の御後任として、神奈川県くらし安全防災局防災部工業保

安課長の関猛彦様。 

○関委員  関と申します。よろしくお願いいたします。 

○田尻保安課長  続きまして、本日の分科会は公開で、執り行われます。また、議事録

につきましては、委員の方々の御確認をいただいた上でホームページ上に公開することと

させていただきます。 

 次に、資料の確認をさせていただきます。資料一覧というフォルダもありますし、全体

の資料のファイルがiPad上にあるので、御確認いただければと思います。資料１、資料２、

資料３は３種類ありまして、３－１、３－２、３－３、資料４、そして最後に資料５とい

うことになってございます。もし過不足等ございましたら御連絡をいただければと思って

おります。よろしゅうございましょうか。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  資料の方はよろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、お手元の議事次第に従って進めさせていただきたいと思います。 

 まず初めに、議題の２番でございます「令和元年台風第15号・第19号の災害対応につい

て」ということで、事務局から御説明をお願いいたします。 

○田尻保安課長  それでは、iPad上の資料１をお開けいただいて、御覧いただければと

思います。 

 先ほど冒頭、小澤からも話があったとおり、今年はいろいろな自然災害があったのです

けれども、とりわけ秋の台風15号、19号につきましては、もちろん停電の話が非常に多く

新聞等々では言われているところですけれども、その他の分野につきましても、幾つか私

どもの関係するところで災害というかトラブル、被害がありましたので、まず私から資料

１で台風の災害対応全体を振り返らせていただいて、その後、各関係の担当課長からそれ

ぞれの分野についての対応の御紹介をさせていただくということで、やらせていただけれ

ばと思っております。 

 資料１、15号、19号の対応でございまして、しばらく進んでいただいて、４ページ目で
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ございます。 

 まず15号の特色でございます。こちらも皆様十分御案内のところだと思うのですけれど

も、特に15号については、去年も21号、24号と大きな台風が来ておるのですけれども、そ

れと比べて大きさは少しコンパクトにはなっておるのですけれども、等圧線の間隔が詰ま

っているというか集中しているような状況にあります。これは専門的には気圧傾度が大き

いという言い方をするのですけれども、それによって非常に風が強かったということが性

質として言われてございます。右側にルートがありますけれども、関東エリアを直撃した

わけですが、特に台風が通っている東側で風が強いと言われておるのですけれども、そこ

に当たっています千葉県のエリアで大きな被害を受けたということになってございます。 

 具体的には、５ページ目でございますけれども、台風15号の被害につきまして、人的被

害、住家被害等々書いてありますけれども、一番下の５の施設被害の例でいえば、東京電

力管内の鉄塔が２基、君津市で倒壊したとか、千葉県の水上のメガソーラー発電所、これ

は市原市のものなのですけれども、そちらが破損して火災事故が発生したということもご

ざいました。あと、一番下の市原市のゴルフ場の鉄柱が倒れたというのは、非常に多くの

報道等で取り上げられているものでございます。 

 ６ページ目が、特に停電の被害の部分について取り上げたものでございますが、最大93

万戸、千葉県では最大64万戸が停電したということになってございます。東京電力で停電

の復旧に努めておったのですけれども、９月24日に全ての停電が回復したのですが、それ

まで約２週間と非常に長期間を要してしまったということになってございます。その原因

としては、先ほどの鉄塔の話もありますけれども、電柱が約2,000本倒壊してしまったで

あるとか、倒木が非常にたくさんあって、それが道路を塞いで、中に入っていけなかった

というようなことなどがあると言われているところでございます。 

 その鉄塔、電柱の話が次の７ページ目に特出しをしてございまして、鉄塔が２基倒壊し、

電柱が約2,000本倒壊したということになってございます。従いまして、こういう事象を

検証するために、私どもとしてワーキンググループを立ち上げまして、鉄塔と電柱の技術

基準の見直しを含めた事故原因の究明に係る検討を実施させていただきました。これらに

ついては、後ほど資料２の方で詳しく御説明させていただければと思っております。 

 続きまして、台風19号の被害の状況でございます。９ページ目まで飛んでいただければ

と思います。 

 15号が風台風だったのに対して、19号は、一般的に雨台風だったと言われております。
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多くの地域で観測史上１位の雨量を記録して、堤防の決壊、家屋の浸水等の被害がござい

ました。 

 10ページ目が具体的な被害の状況でございまして、人的被害も非常に多くございました

し、また住家被害の中の床上浸水、床下浸水のところが15号と比べれば桁が２つぐらい違

うような、それぐらい大規模なものになっていたということでございます。 

 11ページが停電の関係の部分を特出ししたものになってございますけれども、今回の19

号の関係では、３つの電力にまたがって約52万戸が停電したということでございますが、

東京電力の方は12日の発災時には44万戸の停電だったのですけれども、４日後には全ての

停電が解消したということになっておりまして、15号を踏まえまして事前の体制を講じて

いたということもあり、15号よりは早く解消したということになってございます。 

 次に12ページ目でございますが、停電以外の関係で、冒頭、私が申し上げたその他の産

業保安関連の被害でございますけれども、１つ目が高圧ガス容器の流出ということで、大

雨と浸水によって５つの県の高圧ガス充填所等から、合わせて約600本のガスの容器が流

出したということになってございます。こちらの方は10月の高圧ガス小委員会でも議論さ

せていただいたのですけれども、再度改めて後ほど資料３で詳しく御説明させていただけ

ればと思っております。 

 続きましては、鉱山の関係でございまして、鉱山の廃水処理施設で停電と土砂災害によ

ってトラブルが起きまして、関係各所の御協力を得ながらその対応をしたということでご

ざいます。こちらにつきましても資料４で詳しく御説明させていただければと思っており

ます。 

 最後、14ページ目でございますけれども、このような15号、19号を受けた政府全体の検

証作業についてのスキーム図でございます。１番目に検証チーム会議ということで、官房

副長官の杉田副長官をヘッドにして、関係省庁の局長級が集まるような検証チーム会議を

立ち上げまして、その下に実務者検討会ということで、課長級と有識者が集まる検討会を

10月から立ち上げております。 

 主なテーマは下の箱にある４つになっておりまして、１つが停電、２つ目が同じように

通信の障害も色々問題になったところがありますので通信の関係、３つ目は国、地方自治

体の初動の対応、あと自治体の備えのあり方、最後、４つ目はその他の案件ということに

なっております。それぞれ４つにつきまして、主たる省庁が中心にやりつつも、その成果

を内閣、政府全体でやっているところに持ち寄って、全体的な検証を行うというようなス
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ケジュールになってございまして、１０月からスタートして、１月に中間とりまとめ、３

月に最終とりまとめというような状況になってございます。 

 経産省が主に担当いたします停電の関係につきましては、１２月末報告とありますけれ

ども、実は昨日、ちょうどこの実務者検討会がありまして、そちらの方に報告させていた

だいているという状況になってございます。詳しい中身については、後ほど資料２で御紹

介させていただければと思っております。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。後ほどの議事で資料２、３、４を使

いまして個別の分野の対応については御説明させていただきますけれども、この時点で特

に御質問等ございましたらお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。もし御質問が

あります方は、ネームプレートを立てていただきますと、順次御指名いたしますので、よ

ろしくお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、個別の分野の対応について移らせていただきたいと思います。 

 それでは、議題の３番の「令和元年台風第15号・第19号を踏まえた電力分野の対応につ

いて」ということで、これまで電力安全小委等で行ってきました議論につきまして、御報

告をお願いいたします。 

○田上電力安全課長  電力安全課長の田上と申します。資料２を用いまして、令和元年

台風第15号、第19号を踏まえた電力分野の対応について、説明をさせていただきます。 

 １ページおめくりください。先ほど全体の説明の中で、政府全体の検証の概要説明がご

ざいました。停電復旧の検証につきましては、政府全体での検証が10月に始まりまして、

具体的な内容につきましては、経済産業省の中に総合エネ調と産構審電力安全小委の合同

で電力レジリエンスワーキンググループを再開いたしまして、10月３日から検証作業を開

始しているところでございます。先般12月23日にとりまとめを行いまして、そのとりまと

めの結果を１月中旬に行われます政府全体の検証会議に報告する予定にしております。 

 また、電力レジリエンスワーキンググループで今回明らかとなった課題、例えば巡視の

効率化や、倒木の処理、伐採の迅速化、電力会社間の災害時の連携の強化といった取り組

みについては、それぞれ各審議会で検討を行うこととしておりました。 

 ２ページを御覧ください。台風15号、19号を踏まえて明らかになった課題ということで

ございます。今回台風15号、19号を経験いたしまして、５点ほどしっかり検討していかな

いといけないところがわかりました。１点目は、国や自治体との連携で、リエゾンの役割
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をしっかり明確化するべきではないかと。また、２点目でございますが、停電の復旧の妨

げになりました大量の倒木をいかに迅速に処理するかと。今回、自治体や自衛隊と電力会

社が連携しながら取り組みをしましたが、そうした取り組みをさらに強化することや、事

前の伐採をしっかりやっていく必要があるのではないかといったところが浮かび上がって

おります。 

 また、電力会社間の連携ということで、昨年の台風21号、24号以降、電力会社から電源

車の派遣、いわゆるプッシュ型と呼んでおります応援派遣は一定程度進んできているので

すが、今回明らかとなったのは、大量に受け入れをする際にどのようにオペレーションを

うまく効率的にやるのか、ロジスティックをしっかり効率的にやるということが課題とし

て浮かび上がっております。また、こうした取り組み、電力会社間の連携については、日

ごろからマニュアル化しておくことや、訓練をしっかりしておく必要性が出てきておりま

す。 

 また、電力会社以外の重要インフラ事業者、ここでは通信事業者との連携でございます。

今回、通信事業者さんと連携協定は結んでいるのですが、具体的な内容や連絡窓口の確認

等が十分でなかったというところがございましたので、そこをどうしていくかということ

が挙がっております。 

 被害情報の収集や情報発信ということで、電力会社には大分お願いをしているのですが、

発災から原則として24時間、先般の千葉の大規模停電のような大規模な災害でも遅くとも

48時間以内に復旧見通しを出していただけるよう、被害状況を早期に把握できるように、

ビッグデータやドローンといった技術をしっかり活用していただきたいと考えております。

また、情報発信という意味では、電力会社でＳＮＳ、ツイッター等で発信していただいて

おりますが、こうしたインターネットを使うことができない、特に高齢の方もいらっしゃ

いますので、そういった方に対して情報発信をどうしていくのかと。 

 また、住民とのコミュニケーションという意味では、電力会社ではコールセンターを大

分増強していただいておりますが、増強だけでは応答率が十分でないというところもござ

いましたので、チャットシステムや自動音声システム等、コールセンターが逼迫した際の

取り組みをどのように改善するかということがございます。また、市民の力をおかりでき

ないかということで、情報収集フォーム、ここの電柱が倒れていますよといった情報が電

力会社に速やかに連絡行くような体制づくりが必要ではないかといったことがございます。 

 その課題を踏まえまして、どのような対策をしていくかというところをまとめたものが、
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３ページ、４ページでございます。左側が政府における対策、右側が東京電力を初め電力

会社で取組んでいただく対策ということでございます。 

 情報発信や復旧見通しの明確化ということで、予算で情報のビッグデータ化、復旧予測

の精緻化といったところもやりますし、迅速な通電確認のための情報の自治体への提供の

仕組みということで、スマートメーターなどを活用して通電しているか、していないかと

いった情報が自治体に情報提供できるような仕組みをつくれないかということで、制度的

な対応を検討しているところでございます。 

 東京電力を初め電力会社の対策としては、巡視をしっかりやれるように、初動から最大

限の要員を投入していただくことや、カメラつきドローンやヘリ等の活用をお願いしたい

と。また、現場の情報や電源車の稼働をリアルタイムで確認できるようなシステムの導入

や、今回、台風15号の際にはマネジメントがしっかりできなかったというところもありま

すので、要員を適正に配置できるような取り組みをしていきたいということでございます。 

 ２点目は事前予防や復旧対策ということで、今回、一般送配電事業者間の連携計画を電

力会社につくっていただきたいと考えておりまして、その対応と。また、費用をどうして

いくかということで、復旧費用や電源車派遣の相互扶助制度の創設といったところ。また、

倒木については、経産省だけで対応できないところもございますので、林野庁や自治体と

の連携をしっかりやっていきたいと考えております。 

 右側を見ていただきますと、今回、台風15号のときには、停電の復旧を本復旧、電柱を

しっかり立て直しするというところから、早期にお客様に電気をお送りするといった仮復

旧をしっかりやっていくということで、こうした指示を徹底していきたいということでご

ざいます。 

 また、３．のレジリエンスの強化ということで、鉄塔の技術基準の見直しや無電柱化の

推進、分散型のグリッドといったところを対策として掲げております。 

 ４ページを見ていただきますと、こちらは電力以外のレジリエンス強化のための取り組

みで、石油会社の連携とか、タンクローリーの配備の加速化といったところを書かせてい

ただいております。 

 ５ページからは参考でございます。効率的な復旧見通しの精緻化とか、情報共有システ

ムの整備ということで掲げさせていただいております。予算をいただいて、内閣府などと

連携しながら、情報共有プラットフォームなどをつくっていきたいと考えております。 

 ６ページは、倒木対策ということでございます。今回、自衛隊と一般送配電事業者との
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連携の新しい形態ができてきましたので、こうした東京電力と自衛隊との連携の取り組み

などをしっかり水平展開して、次の災害に生かしていきたいと考えております。 

 また、２点目、自治体との連携につきましては、平時から事前の伐採をしっかり取組を

すすめていくと。その際に、電気事業法の中の公益特権の中で認められています倒木処理、

事前伐採のところも簡素化できるような取り組みができないかということでございます。 

 ７ページを御覧ください。台風15号における鉄塔、電柱の倒壊、損傷の事故原因等々で

ございます。こちらにつきましては、経産省でワーキンググループを立ち上げまして、鉄

塔や電柱の技術基準の見直しを含めた事故原因の究明を行っているところでございまして、

先般12月19日に中間報告書（案）をパブコメにかけているところでございます。 

 原因でございますが、８ページを御覧ください。鉄塔の事故原因です。こちらは、技術

基準上、風速40メートル毎秒を満たすように設計されていたということでございますが、

特殊な地形によって突風が吹いたため、78番という鉄塔が先に壊れまして、79番も引きず

られたということでございます。それをもとに技術基準をどのように見直すかということ

でございますが、基準風速40メートル毎秒を維持するということで、40メートル毎秒が最

大瞬間風速なのか10分間平均なのかというところが明確ではなかったということもござい

ますので、10分間平均であることを明確化すること。また、台風が多く来るところ、沖縄、

九州、高知といったところは地域に応じた風速を適用すること。また、今回わかった特殊

地形などを踏まえた対策を行っていただくということを技術基準の中に盛り込んでいきた

いと考えております。 

 ９ページは、電柱の事故原因でございます。事故原因は、ほとんどが倒木や建物の倒壊、

飛来物による影響といった二次被害でございましたが、一方で、鉄塔、電柱、鉄柱という

違いを踏まえまして、鉄柱についても技術基準で地域風速を使うということや、連鎖倒壊

を防止するといった規定を追加するという改正を行いたいと考えております。 

 またあわせて、二次被害対策としても、倒木、伐採の迅速化や事前伐採の推進などを行

っていきたいと考えております。 

 10ページは、先ほど説明ありましたように、水上設置型の太陽光などが事故を起こして

おりますので、対策を強力に進めていきたいと考えております。 

 また、11ページを御覧ください。再エネの主力電源化を念頭に置いた規律の強化という

ことで、いろいろ書いておりますが、50キロワット未満の太陽光や20キロワット未満の風

力発電についても設置件数が増えております。それに伴いまして事故も相当増えていると
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ころで、そうした設備についても報告徴収や事故報告の対象に加えるという取り組みをし

ていきたいと考えております。 

 12ページは、台風19号の際に、建物の地下に設置された電気設備が浸水して停電が長期

化したという事象がございました。こうした取り組みに対しまして、現在、国交省と経産

省の共同で検討会を立ち上げまして、浸水対策のあり方や具体的な対策の事例を集めて、

ガイドラインとして年度内に周知をしたいと考えております。 

 長くなりまして申しわけございません。以上でございます。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、ただいまの御説明に関しまして

御意見、御質問等ございましたらお願いしたいと思います。それでは、勝野委員からお願

いいたします。 

○勝野委員  電気事業連合会の勝野でございます。まずは、昨年に引き続き、台風によ

る自然災害によって日本各地で大きな被害が発生し、長時間にわたる停電が生じたことで、

社会の皆様に大変なご不便とご迷惑をおかけしたことを、改めておわび申し上げます。 

 ただいまの資料のスライド２に台風15号、19号を踏まえて明らかになった課題を整理し

ていただいておりますが、私どもとしても、これまでの取り組みに加え、地方自治体や自

衛隊との連携強化、電力会社間の連携による受け入れ体制の整備などといった改善が必要

だと感じております。 

 特に今回、新たに制度化を検討するとされております災害時連携計画につきましては、

災害時の電力各社間の協力をより強固にするため、我々としてもしっかりと検討し、実効

性の高い計画をつくり上げていきたいと考えております。 

 また、今回の資料では上げられておりませんけれども、東京電力ホールディングスの検

証結果に基づく知見の共有や、電力会社間における関係機関との連携のベストプラクティ

スを共有する横展開体制について、弊会が中心となってさらに強化していきたいと思って

います。特に昨年多く発生した中でも台風21号、24号で関西電力、そして中部電力がそれ

ぞれ得た教訓が、今回の台風15号にもなかなか十分に生かし切れていなかった、応援する

側もそうですけれども、応援受け入れ側、そして何といっても初動の体制とか情報発信の

ところがなかなか共有化し切れていなかったという反省を踏まえまして、ただいま申し上

げましたように、さらなる連携を強化して、電力レジリエンスの強化に努めてまいりたい

と思います。 

 私からは以上でございます。 
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○横山分科会長  どうもありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。よろしゅ

うございますでしょうか。それでは、しっかりと進めていただければと思います。ありが

とうございました。 

 それでは、続きまして、４番目の議題に移りたいと思います。「令和元年台風第15号・

第19号に伴う高圧ガス充填所等からの容器流出を踏まえた対応について」ということで、

御説明をお願いいたします。 

○伊藤高圧ガス保安室長  高圧ガス保安室長、伊藤でございます。資料３－１を御覧く

ださい。台風15号、19号に係る対応、高圧ガス充填所等からの容器流出について、でござ

います。 

 １ページめくっていただきますと、まず、振り返りになりますけれども、昨年度の７月

豪雨がございました。このとき岡山、広島を中心として約4,000本の高圧ガス容器の流出

という事故がございました。この当時、経済産業省は業界団体に対して対策を指示いたし

まして、業界団体は自主基準の改定を実施したという状況でございました。 

 しかしながら、今回の15号、19号の台風によりまして、神奈川、埼玉、宮城、福島、さ

らには栃木に位置する高圧ガス充填所から、河川、あるいは海に合計で約600本の高圧ガ

ス容器が流出したということでございます。 

 下の方に※で書いてございますけれども、昨年度及び今般の台風で流出した高圧ガス容

器は、爆発・火災等といった重大な事故にまでは至っておりませんけれども、容器の流出

という世の中に大きな影響を与える事象が発生したということでございます。 

 経済産業省は、流出情報を覚知後、速やかにホームページやツイッターで注意喚起を行

いました。この注意喚起は、高圧ガス容器の発見時の対処方法を示したものでございまし

て、触れないとか、火気を利用しないとか、みつけた場合には容器に記載している協会に

連絡をしていただきたいという旨でございます。 

 また、当省としては、関係省庁の局長級会議におきまして情報を共有するとともに注意

喚起を行い、海上保安庁等に対しまして回収の協力を要請したということでございます。 

 これら今般の15号、19号の容器流出を踏まえて、経済産業省は、業界団体であります全

国ＬＰガス協会及び日本産業・医療ガス協会（ＪＩＭＧＡ）に対しまして、自主基準のさ

らなる見直し、あるいは周知徹底を指導した状況でございます。本日、２つの協会から流

出防止策の見直し内容とその徹底について報告していただくということでございます。 

 以上でございます。 
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○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、続きまして、立原委員から、10

月31日に開催されました高圧ガス小委員会での議論も踏まえまして、台風第19号の被害を

踏まえた充填所等のＬＰガス容器流出防止策の徹底についてということで、御説明をお願

いしたいと思います。 

○立原委員  今御紹介いただきました全国ＬＰガス協会、立原でございます。この度は

こういう形の中で御発言の機会をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 まず冒頭、今回、ＬＰガスの容器の流出に関しまして関係各位に御心配をおかけしまし

たことをおわび申し上げさせていただきます。 

 それでは、令和元年度台風19号の被害を踏まえました充填所のＬＰガス容器流出防止対

策の徹底について、資料に基づき御報告させていただきます。 

 スライドの１ページでございますけれども、容器流出のこれまでの取り組みについて、

まず御報告させていただきます。 

 先ほどもお話ありましたように、昨年の西日本豪雨における容器流出を受けまして、昨

年10月に容器流出対策の業界指針を改定いたしました。指針の概要は、後ほど述べさせて

いただきます。さらに、昨年11月以降、指針の内容を会員の方々にさまざまな形で周知に

努めてまいりました。そして、今年の３月からは、会員の取り組み状況を調査いたしまし

て、８月にとりまとめを完了いたしました。 

 調査の結果、対策ができていない、敷地外への容器流出リスクのある事業所を対象事業

所と位置づけまして、対策実施のフォローを開始したところでありましたが、残念なこと

に、台風19号によりまして容器の流出が発生したという状況でございます。 

 それでは、次のスライドに移っていただけますでしょうか。次のスライドに、倉敷市真

備町におけるハザードマップと浸水区域の図を出してございます。まず、昨年改定した指

針のポイントでございますけれども、今御説明しましたように、去年の西日本豪雨で実際

の浸水地区とハザードマップを比較した表でございます。同地域は、ほぼハザードマップ

予想どおり浸水したことがおわかりいただけると思います。指針では、ハザードマップを

重要視し、ハザードマップによるリスクを確認していただくということにいたしました。 

 それでは、次のスライドを見ていただけますでしょうか。指針のポイントは２つござい

ます。各事業所のリスク評価でございますけれども、ガスの充填所はこのような形の中で

立入禁止の柵で覆われております。ハザードマップの浸水予測高さが周囲の柵よりも高い

場合は敷地外への容器の流出があるという形の中で、高リスクと位置づけることにいたし
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ました。それ以外の場合は、中・低リスクと位置づけをさせていただきました。 

 次のスライドを見ていただけますでしょうか。指針のポイントの最後は、高リスクの対

象でございますけれども、先ほどハザードマップの結果、高リスクと位置づけた充填所の

場合、容器を外に出さないという対策を定めております。御覧のとおり、容器置き場の周

囲を覆うことが困難であれば、右のような形でネットを非常時には張りながら固定する、

こういう形の準備が最低条件になるのかなと。これが指針のポイントでございます。 

 次のページを見ていただきたいと思います。こちらは昨年より実施した会員への取り組

み状況の調査でございますけれども、全国に約2,000ヵ所の充填所がございます。その内

容は、１つ目が、業界指針をどのように認識しているか。２つ目が、それぞれのリスクの

分野の調査が高・中・低、いずれにあったか。そして、高リスク対象先の対策実施予定で

ございます。以上の３点を中心に調査を行いました。 

 その結果が次のところに出てございます。ご回答いただいたのが1,783件でございます

けれども、この中で高リスクのところが約３割の559件で、その高リスクのうち64％に当

たる360件はもう既に流出の対策がされておりました。ただし、残りの199件が対策準備中

との回答でございまして、右のグラフがこの199件の対策予定をさらに調査した内容でご

ざいます。このように、いずれかの対策は予定しているということでございましたけれど

も、具体的な措置を検討中という事業者もあり、今回の台風の中では、この対策を検討中

と回答いただいている58件のうちの１事業者から容器流出が発生したわけでございます。 

 次のスライドを見ていただきたいのですが、本年度の台風19号の容器流出の概要を上段

のところにまとめてございますけれども、先ほど申しましたように、10月13日に充填所の

浸水被害は今回５ヵ所で発生してございます。そのうち宮城県内のアストモスガスセンタ

ー東北仙南営業所様から128本の容器が流出したと。17日には全て容器は回収したという

御報告は受けております。先ほどもお話がありましたように、この件に関して爆発等の二

次被害は報告させておりません。 

 また、その他４つの事業所も浸水しましたけれども、既に対策を実施しておりましたの

で、流出は発生いたしませんでした。 

 また、流出容器の安全性について１つ補足させていただきますと、今の高圧容器は非常

に堅牢にできております。外部からの異常な圧力に対応すべく安全弁や、４倍耐圧等がご

ざいます。過去においてもＬＰガスの容器の爆発事故とか人的な被害は御報告されており

ませんけれども、万が一、一般の方がみだりに触ったりすることのないような周知徹底の
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活動は別途実施いたしました。 

 最後に、今後の対策を下段のところにまとめさせていただきましたけれども、まず、こ

れまでの取り組みの反省といたしましては、高リスクの事業者の対策実施のスピード感に

は確かに温度差がありました。業界として本件の重要性を鑑み、期限を定めまして対策の

取り組みを促進化していく必要を痛感してございます。そういうことを鑑みまして、私ど

もは対象事業所に対しまして、来年の６月を期限とした対策の実施を要請いたしてまいり

ます。 

 具体的な対策については、まず、対象事業所に期限を明記した上で再度の要請文の発出。

それから、47都道府県を通じた個別の対策の実施をもう既に12月に要請してございます。 

 また、講習会等の周知徹底も引き続き実施させていただきたいと思います。ＬＰガス関

係の団体にも同様の協力要請を既に12月に実施しております。また、期限内の確実な対策

をするために、来年３月を期限といたしまして対象事業所への再度の調査を行い、確実な

対策を促すことを予定してございます。 

 以上の点につきまして、全国ＬＰガス協会としましては最重要課題として全力で取り組

んでまいりますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。続きまして、日本産業・医療ガス協

会専務理事でいらっしゃいます加藤様から御説明をお願いいたします。できましたら、５

分ぐらいでお願いしたいと思います。 

○加藤日本産業・医療ガス協会専務理事  皆さんこんにちは。日本産業・医療ガス協会

の加藤でございます。この度はいろいろ御心配をおかけして申しわけございません。 

 当協会は、2007年、日本産業ガス協会と日本医療ガス協会が合併した団体で、Japan In

dustrial and Medical Gases Association、この頭文字で、先ほどありましたようにＪＩ

ＭＧＡと通称呼ばれている、会員数1,026社の団体でございます。 

 主たる会員は産業ガス、医療ガスを製造、販売する会社で、ローリー及び重機等で大き

な外力を加えない限り破裂の危険性がない高圧ガス容器に充填をし、客先へ配送している

企業の団体です。 

 お手元の資料３－３に基づき、限られた時間ですので、要点をお話しさせていただきま

す。下段の青い帯の右端にページ番号を記載しております。 

 協会の基本方針は２ページに記載のとおりで、災害対策についても掲げております。 
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 さて、先の台風では、４ページに記載のとおり、当会会員事業所が、15号では高波のた

め、19号では河川氾濫により被災いたしました。その際、410本の容器が流出し、御心配

をおかけし、申しわけございません。ほとんどの容器は回収しておりますが、27本の容器

は未回収となっております。 

 今回の台風で、15号においては、横浜の海岸沿いの事業所で高潮のおそれがあり、容器

を収納庫に入れ、シャッターを閉止し、流出防止策を講じましたが、高波というよりは津

波の勢いでシャッターごとえぐりとり、収納庫の中の容器が海へ持って行かれました。ま

た、19号においては、福島と埼玉の事業者が河川の氾濫により浸水しました。いずれも圧

縮ガス等の容器は容器置き場にシャッターを閉止し収納したため流出を免れましたが、グ

ランドレベルに置かれていた容器が福島の事業者ではＬＧＣ、これは液化ガスの可搬式超

低温容器でございます。これをフックで連結、埼玉の事業所については、容器をラッシン

グベルトで固定し流出防止策を講じましたが、残念ながら流出してしまいました。 

 ５ページに記載のとおり、台風15号で高波により26本、台風19号では河川氾濫により38

4本流出いたしました。 

 ６ページに記載のとおり、協会では指針を作成しており、容器の流出防止に関しまして

は、シャッターの閉止、構内の出入り口扉の閉止、プラットフォーム柵等の設置をうたっ

ており、一定の効果はありましたが、シャッターが壊され、持って行かれるケース、ある

いはグランドレベルに置かれている容器に課題がございました。 

 これらのことを踏まえ、７ページに記載のとおり、応急対策としては、会長名で全会員

に容器の流出対策について周知徹底、また、役員会で口頭により周知、会員事業者の対策

状況等の調査を行っております。 

 調査票の内容については、この後、分析、検証し、個別課題を抽出いたしますが、一方、

８ページのとおり、今回の３事業所の事例を踏まえ、従来の指針を高圧ガス充填工場及び

貯蔵所の自然災害対策指針に改め、今回のケースを踏まえ、高潮等については収納庫のシ

ャッターを閉めるだけではなく、中の容器を網等で覆い接触面積を大きくし、構築物に固

定し、シャッターが破損しても収納庫の間口から外に出ないようにするとか、グランドレ

ベルにある容器は単にフックで固定するだけではなく、構築物にしっかり固定するとか、

台風は予測可能ですから、その前に容器の本数を確認しておくなどの追加対策を織り込み、

さらにブラッシュアップしてまいります。 

 ＪＩＭＧＡの内部組織については、９ページのとおり、災害対策専門部隊を組織します。
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これは、従来、災害に関してそれぞれのワーキング等で個別に議論しており、今般の状況

を受け、この問題は専門的な活動が必要と当会会長が判断し、組織立てることといたしま

した。既に事務局を立ち上げて進めております。 

 いずれにしましても、先ほどお話しした対策の不足を改め、再発防止に取り組んでまい

ります。 

 なお、12ページ以降に個別の事業所の状況を参考資料として添付させていただいており

ます。 

 少々長くなりましたが、以上でございます。今後とも御指導のほどよろしくお願いいた

します。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明に関し

まして御質問、御意見がございましたらお願いしたいと思います。それでは、橘川委員か

らお願いいたします。 

○橘川委員  済みません、ガスの制度改革の審議会が遅れたので遅刻しました。 

 ＬＰガスの小委員長をやらせていただいております。流出対策自体に文句があるわけで

はないのですが、この間の経緯に対して強い疑念をもっております。既に昨年の流出があ

ったときに、ＬＰガスの小委員会でも、ＬＰガスは有事の際の非常に重要なエネルギーな

のだけれども、水害には弱いというのでかなり議論したわけです。にもかかわらず、繰り

返し起きたというところが問題でありまして、ハイリスクのところ、鉄パイプとネットを

かければいいという対策なのだけれども、これもできていなかった。こういうのがなぜか

というのをもうちょっと深く考えなければいけないと思います。 

 経産省の指導、ＬＰガス協会の指針による指導という政策装置自体が、スピード感とい

う点でやや問題をもっているのではないか。これは保安だけではなくて、料金透明化の問

題などでも同じような構造がみられます。保安の担当の方ではないですけれども、エネ庁

のＬＰガスの担当の人などは、ＬＰガスについては料金透明化も防災対策も非常に進んで

いるのだということを強調される方もいらっしゃいます。今回の問題はやはり政策装置自

体が詰まっているのではないかという問題を提起したと思いますので、本当にこのとおり

やり切れるかどうかというのは、かなり強い気持ちで監視していかなければいけないと思

います。 

 以上です。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、近藤委員、お願いいたし
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ます。 

○近藤委員  ありがとうございます。私のところも高圧ガス保安協会ということでござ

いますので、全国ＬＰガス協会や日本産業・医療ガス協会とも協力をしながら、いろいろ

な施策をとっているところでございます。 

 今、橘川先生からおっしゃっていただいたように、昨年の倉敷のケースで4,000本、そ

れから今年の場合で600本と、これだけの数が流出したということで、多々反省すべきこ

とはあろうかと思います。 

 今、遅いという御指摘がございましたけれども、私どもも台風時の高圧ガス容器の固定

の仕方や破損防止をどうするかとか、流出した場合の対応をどうするか、あるいは台風通

過後の機器の使用をどのようにやっていくかということについて周知徹底をすると共に、

今後豪雨対策の実態をしっかりと踏まえた上で、防災マニュアルをどのようにつくってい

くかということを、関係団体や事務方も協力をしながら実施をしていきたいと思っており

ます。 

 4,000本、600本という流出があったにもかかわらず、幸いにも爆発、火災の事故がなか

ったわけでございますけれども、こういうことを私どもも経験として踏まえながら、特に

この業界は大企業ばかりではなくて中小の販売業者もたくさんございます。そういったと

ころともしっかりと連携をして、今後このような御指摘を受けることがないように引き続

き努力をしたいと考えているところでございます。ありがとうございました。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、小川委員からお願いいたします。 

○小川委員  高圧ガス小委員長の小川です。確かに今回、対策が遅れていたところから

流出したというのは大変残念なことではあったのですが、対策がされていたところからは

流出がなかったということで、要するに、対策方法そのものはリーズナブルなものだった

ということがある意味証明されているわけですので、ぜひ手遅れにならないような迅速な

対策を今後よろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、岩本委員、お願いいたし

ます。 

○岩本委員  ありがとうございます。今、手遅れにならないようにというお話がありま

したけれども、ボンベが流出するとか、さきの千葉の停電復旧の見通しが違って、消費者

の方からすごく責められているという、もうこれは異常事態なのだと思います。こんな現
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象が起こるというのが異常事態で、印象として、こうやって話し合っていますけれども、

今までの延長線上のそういう自然現象ではないということを改めて、もう皆さん共有して

いるとは思うのですけれども、地球温暖化によってこのような想定外の大規模災害、ごく

身近なところでの危険との遭遇など気候の危機が押し迫ってきている、もう実際に現象と

なってきているのだというところを、もうちょっと表明していったほうがいいと思います。 

 今までの前提ではなかなか対策ができないということで、今いろいろ考えているのです

けれども、もう一度いうと、地球温暖化によって地球規模で気候が変化している、気候変

動に対する非常事態であるということを、改めて私たちも、それから事業者さんも、政府

も、市民も当事者意識をもつ必要があります。地球温暖化の主な要因は二酸化炭素の増加、

つまり私たち人間の生活、生産活動です。今後ますます深刻化する気候危機への対策はも

ちろん必要ですが、同時に根本的な取組として地球温暖化の進行を食い止める仕組みづく

り脱炭素化をめざし、取り返しのつかない事態になる前に、想定できるさまざまな影響へ

の備えを広く共有し、連帯して実践していくことが大切ではないかと思います。 

 以上です。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、立原委員、お願いいたします。 

○立原委員  橘川先生からは非常に厳しいお言葉をいただきましたけれども、橘川先生

のいうことが本当のことだなと思っております。小川高圧ガス小委員長からは御評価もい

ただきましたけれども、やはり期限まで間に合わなかったということは真摯に受けとめな

ければならないと。そこで、来年の６月を期限といたしまして取り組む予定にしてござい

ますけれども、ただ、残念なことに、自主保安の範疇でございますので、最終的には個別

の事業者がどう判断するかになります。都合によりましては、行政の皆様のお力もお借り

しなければならないのかなとは思っておりますけれども、まずは自主保安の段階で、でき

る限り我々業界自主で達成できるように努力してまいりますので、どうかよろしくお願い

いたします。 

○横山分科会長  ありがとうございました。ほかに御意見いかがでしょうか。よろしゅ

うございますでしょうか。 

 それでは、本件はしっかりと対策に取り組んでいただくということで、今後ともよろし

くお願いしたいと思います。 

 それでは、特に御意見ないようでしたら次の議題に進めさせていただきたいと思います。

次は議題の５番でございます。「令和元年台風第19号を踏まえた鉱山インフラのレジリエ
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ンス強化策について」ということで、御説明をお願いいたします。 

○大橋鉱山・火薬類監理官  鉱山・火薬類監理官の大橋と申します。御説明をさせてい

ただきます。 

 資料４でございますけれども、まず１ページに、そもそも我々鉱山保安に関しましては

別途中央鉱山保安協議会という審議会もございまして、この保安分科会の中で御紹介する

機会は余りないのかなというところで、入り口のところの資料なども含めてつけてござい

ます。 

 一番上の四角に書いてございますけれども、今回、令和元年10月に襲来しました台風19

号の影響で、一部の鉱山において、停電、薬剤等の資材搬入に利用する道路の崩落などが

発生しておりまして、坑廃水処理施設の機能維持が困難となる事態があるとともに、坑廃

水処理施設の水没によって、一部の施設が一時的に機能を停止するといった事態も発生し

ております。 

 幸い、今回の事案に関しましては、道路の崩落で電気が一旦途絶をする、中和剤とかの

物が運べない、こうした状況に対して自衛隊の御協力も得ながら緊急の燃料の輸送などを

しつつ、電力に迅速な仮復旧をしていただき、さらに地元の自治体、市の道路だったもの

ですから、市が道路の早期仮復旧ということを行いまして、電気と薬剤はしっかり供給が

できる状態に復旧したというのがございます。さらに、水没施設も１日のうちに復旧をし

まして、実際に生活圏に影響のあるような水の流出はございませんでした。 

 こうした事案を踏まえまして、写真は５ページにあるので後ほど簡単に触れますけれど

も、それ以外にも道路がさらわれた案件というのもございまして、我々は東日本大震災の

ときも電力の供給のリスクとかそうしたものはあったかと思うのですが、実際に施設にお

いて電力の供給がなくて困ったという事案はございませんでした。当時は集積場が流れた

というのがありまして、そちらの方をどうするかというのは別途規制基準の見直しという

ことで対応したのですけれども、今回はそれとは別のリスクであるということが我々とし

てもよくわかったので、改めて状況を点検しなければということで進めた次第でございま

す。 

 １ページの地図にありますように、坑廃水処理施設は全国多々広がってございます。鉱

山保安法等に基づきまして、事業終了後も長きにわたって坑廃水処理を継続しないといけ

ないという事情がございまして、そこはしっかり長く見ていかなくてはいけないという状

況であります。 
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 ２ページに移りまして、総点検ということで、こうした施設について状況をみました。

非常用発電機の導入状況であったり、薬剤貯蔵施設であったり、その他、アクセスルート

の状況というのもありますけれども、これは複数ルートがあるところ、ないところがあり

ます。どこか途絶したとしても、別のルートがあればそちらから運べばいいというような

ところもあろうかと思いますので、対応のレベルも施設によって違うところでございます。 

 また、非常用発電機がなかったとしても、鉱山によって、ないからまずいということで

はなくて、例えば電気が通らないとなると、バルブを閉めることで坑水として一定程度た

まっていくということで対応力があるところは、非常用発電機は必ずしも必要ないという

ところもございまして、上の数字だけ見て、これを一概に悪いということでは全くなくて、

総合判断でどれだけの対応、耐性力があるかというところを見ていかなくてはいけないと

いうことであります。 

 ただ、左下にありますように、災害時の坑廃水処理継続可能日数というところで見てい

ったときに、やはり対応力が弱いところがあるのも事実でございます。こうしたところを

どれだけ高められていくかということは、我々として改めて認識して対応していかなくて

はいけない課題であると考えてございます。 

 そのあたりは３ページに書いてございますけれども、昨今の台風や豪雨災害を踏まえて、

停電や道路不通などの不測の事態が発生しても、継続的に坑廃水処理施設の機能を維持す

るためにはどうすればよいかということであります。実際、鉱山施設は千差万別で、一律

で何かということにならないというところの特性がございまして、そうした中で、真ん中

の四角にありますように、見直しの方向性として、坑廃水処理施設のレジリエンス強化に

向けてどういった対策が必要なのか、その規制のあり方について再度考える、さらに導入

の支援措置はどうかということを考えることが必要であると認識しております。 

 今後の対応ということで、まず規制面でのアプローチにつきましては、先ほど申しまし

たように、鉱山保安法のもとで中央鉱山保安協議会という別途検討する場がございまして、

そちらの方でまたしっかり検討していきたいと考えておりますし、設備面での導入支援も

しっかり行っていきたいということで、次の４ページにありますように、今年度は補正予

算ということで我々は要求の中に計上させていただいているところでございます。こうし

たものを含めて、総合的に我々は今後しっかり考えていけたらと考えてございます。 

 ５ページにありますように、これが現場の写真で、どういったところがリスクであるか

ということの一端がうかがえればと思います。自衛隊に御協力いただきながら運んだ写真
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等もついてございますし、下の秩父鉱山は、細い人が通れるぐらい道路の中で細々と当座

運んだと。これは実際もう既に10トンのトラックも通れるような復旧がされておりますの

で、どちらも現状では問題ございませんが、このようなリスクを改めて認識した上で、し

っかり対応を考えていきたいと考えております。 

 以上です。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明に関し

まして御意見、御質問がございましたらお願いしたいと思います。それでは、勝野委員、

お願いいたします。 

○勝野委員  電気事業連合会の勝野でございます。ありがとうございます。 

 先ほど、台風15号、19号の災害対応のところでも御紹介ありましたように、今年の台風、

あるいは昨年の台風21号、24号では、山間部において倒木により道路が封鎖されて復旧作

業の妨げになった事象が多く発生しております。 

 最後の５ページの写真にあります田老鉱山のところも、道路が崩れて、多分電柱が倒れ

て、電源がなくなったということだと思っています。こうしたことによって長期停電した

場合に、ございましたように、カドミウムなどの重金属を含む廃水の流出によって深刻な

問題を引き起こすおそれのあるリスクの高い施設については、ぜひとも非常用発電機の設

置を初め、燃料や薬剤の備蓄などの自衛措置も講じていただく必要があるかなと考えてお

ります。 

 今回アンケートで自衛措置が不足しているところが明らかになった施設については、改

善を図っていただくようにお願いしていくとともに、私どもとしても、やはり事業者さん

と意思疎通を図りながら、燃料がどれぐらいもつのかとか、あるいは私どもとしては復旧

の見通しなどを相互に情報交換できるような体制をもっていきたいと思いますので、ぜひ

よろしく御指導をお願いしたいと思います。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、三浦委員、お願いいたし

ます。 

○三浦委員  御説明ありがとうございました。説明事項がたくさんあって、なかなか一

気には理解しにくいという方も多かったと思うのですけれども、鉱害は時間がたって出て

くることなどもすごく多くて、例えば坑廃水の問題なのですけれども、やはり漁業とか農

業とか、後から流れ出て被害が出てくる可能性もなきにしもあらずで、消費者の立場から

すると逆にわからないことだからちょっと怖いなという気持ちがあります。 
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 特に、１ページにありますとおり、坑廃水処理の47鉱山ある中から、非常に脆弱性があ

るから今回点検を実施して、こうせねばならないということが出てきたことは良いと思い

ますが、先ほどの電気のところもそうなのですが、いつまでに何をどうするか、自治体と

の連携で何をどうしていくかというロードマップをきっちりと描いていただきたい。やり

ます、検討しますではなく、できるだけ早くやって、特にこの坑廃水の場合は、万が一流

れ出たときの被害がどうだったかという後のフォローも重要ではないかと思います。健康

被害はすぐその場では出てこないということも過去の経験からもあると思うので、ぜひそ

の辺のフォローも同時にしていただけたらと思います。 

 以上です。 

○横山分科会長  ありがとうございました。他にございますか。それでは、加藤様から

お願いいたします。 

○加藤日本鉱業協会副会長  日本鉱業協会の加藤でございます。御説明ありがとうござ

いました。今回、この田老鉱山で道路が通れない状態で、鉱山側もいろいろ努力はしてい

たのですが、最終的には自衛隊に来ていただいて、何とか薬剤、電気が通れる状態になっ

たということで、極めて迅速な対応をしていただいたということで大きなことにはならな

かったと思います。本当にありがとうございます。この場を借りて、改めて御礼いたしま

す。 

 それで、鉱山なのですけれども、恐らく日本に今住んでおられる方で、かつて日本は鉱

山大国だったということを御存じの方はほとんどいないと思うのです。かつては何百とい

う鉱山が日本中にあって、この地図にも出ておりましたように、多いときは1,000を超え

るような鉱山が実際に動いていたわけなのです。歴史の中で、いわゆる公害の原点ともな

ったような存在でもあって、それがまた歴史の中で、公害を克服してきた産業の１つとい

う位置づけもいただいているかと思います。 

 そういう中で、鉱山というのは引っ越しができない産業でございまして、かつてそこに

鉱山があったよということすら、もう知られていないようなところでも、場所にもよるの

ですけれども、鉱山を閉めた後も事実上、未来永劫、水処理をしなければいけないという

義務を負っている産業でもあるのです。 

 そういう中で、地域との共生というのは極めて重要なものでありまして、地域とともに

存在する産業でありますので、先ほど御指摘いただきましたように、健康被害というのは

非常に時間がかかりますし、だからそういうことのないように、今は企業のＤＮＡとして



- 23 - 

 

絶対にそういうことが起らないように、何かあったらとにかく全力を挙げて対応するとい

うように染みついている産業でもあるということをご理解いただきながら、今回、補正予

算も含めていろいろと支援措置を講じていただいたことは、我々にとって非常にありがた

いことでありまして、こういうことの積み重ねでさらに保安体質というか環境体質の強化

に取り組んでいきたいと思っておりますので、これからもよろしくお願いいたします。あ

りがとうございました。 

○三浦委員  ありがとうございました。今の御説明が議事録に残ることで、安全なのだ

なとわかる方がたくさんいらっしゃるはず。これだけの資料では読み取れないこともあっ

たので、御説明ありがとうございました。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。ほかによろしゅうございますでしょ

うか。それでは、小澤さんからよろしくお願いいたします。 

○小澤技術総括・保安審議官  ありがとうございます。ここまでのところでちょっと一

言だけ申し上げたいと思います。 

 本当に幅広く御意見いただきました。この夏以降も事故、災害が台風等によって発生し

てしまいました。委員の皆さんから御意見いただきましたが、もちろん事故や災害はゼロ

を目指していくというのを、事業者の皆さんもそうですし、私どももそういった形での規

制なり制度を準備しようということでございますが、ゼロを目指しながらも、残余のリス

クというか、リスクというのはどうしても残ってしまう。それをどれだけ小さくしていく

かというのが、まさに私どもの努力として不可欠である。そのために不断の取り組みを進

める、不断の見直しを進めるということが大事だと思ってございます。 

 従いまして、これは最後に三浦委員からもありましたけれども、例えば事業者において

はスピード感をもって計画的に進める、時間を区切りながらスピード感をもってしっかり

と対応していくということも大事ですし、それは規制なり制度をもっています我々として

も、そういった対応が必要だと認識してございます。 

 そういった中で、規制なり制度の仕組みをどのようにしていくのか、あるいは自主保安

と制度との関係をどのようにしていくのかというのは、ずっと不断に検討し、必要があれ

ば修正していく課題だと思っております。 

 それは橘川委員からもお話があったとおりでございまして、そういったものの制度と実

施法案の関係をどのように組み立てていくのかというのは、私どもが課せられた課題だと

思っております。 
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 この後、資料５がまさに最近の環境変化を踏まえて今後の産業保安行政をどうしていく

かということでございまして、さまざまな課題とあわせて、そこの仕組みづくりをどのよ

うにやっていくのかということを、私どもの今の認識を御紹介させていただきますので、

その上でまた改めてご審議をいただければと思います。ありがとうございます。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、次の議題に移りたいと思

いますが、その前に、先ほどの鉱山につきましては、中央鉱山保安協議会等で引き続き御

議論いただくということでよろしくお願いしたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、次の議題の６番「今後の産業保安行政のあり方について」ということで、事

務局から資料の御説明をお願いします。 

○田尻保安課長  資料５をお開けいただければと思います。資料５の一番最初が、大き

なパワーポイントでちょっと細かい字になっているところがあるのですけれども、そちら

は、今、それぞれ卓上に大きなＡ３の紙で置いてあるものでございます。今回、事前の御

説明では、この１枚で御説明させていただいたかと思うのですけれども、その後ろ以降に、

ある種リスクのこともそうですし、今後の施策のところもそうなのですけれども、それぞ

れについてデータ集というか施策集というか、パッケージのものをつけてございますので、

どうぞ両方御覧いただきながら、追っていただければありがたいかなと思っております。 

 資料の方ですが、１ページ目は目次の全体像でありまして、先ほど小澤からもあったと

おり、さまざまな自然災害は最初の前半でやりましたけれども、それ以外にも大きないろ

いろな環境の変化が、産業全体もそうですし、それぞれの企業の中でもそうですし、あと

構造的なもの、いろいろな場面があろうかと思っています。そういったところをまず幾つ

か掲げさせていただいているところでございます。 

 ３ページ目は、自然災害の激甚化ということでございまして、これは繰り返すまでもご

ざいませんし、先ほど岩本委員からも御説明あったとおり、こういうある種非日常的なこ

とが結構日常的に起こるのだということを前提としたようなことを考えていかなければい

けない時代になってきていると考えているところでございます。 

 同じように４ページ目は、地震のリスクでございます。こちらも首都直下地震、南海ト

ラフ巨大地震等が今後高い可能性であり得ると言われておりますので、備えたような対策

もしなければいけない。 

 ５ページ目は、テロなどのリスクでございます。そういうことについても世界各国で起

こっておりますし、来年は特に東京オリンピック・パラリンピックもございますので、こ
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ういうサイバーアタックのようなものもいろいろ出てくることが懸念されるところでござ

います。 

 次に、２つ目の環境の変化ということで、事業環境の変化の御紹介でございます。 

 ７ページ目でございますけれども、こちらは、昨年の分科会でもいろいろ御指摘あった

と思うのですが、今現状、高度成長期に建設されたプラントの老朽化がだんだん進んでき

ているということでございまして、2022年には半分以上が稼働年数50年以上のものになる

ということでございまして、右側のグラフにあるとおり、そういう高経年化が原因となる

ような事故のリスクも高まってきていると思っております。 

 ８ページ目が、今度は人材の問題でございまして、これも皆さん御案内のとおり、産業

全体の従業員の方々の高齢化が進み、かつ全体の傾向として労働人口は減っていくという

ようなところもございますので、こういうものを踏まえながら、いかに効率的に、ただし

安全性のレベルは維持するためには、どういうことをすればいいのかということが求めら

れているところでございます。 

 その中で重要なのが、最新の先進技術を使う、ＩｏＴ、ＩＴ技術を使うということなの

ですけれども、９ページ目にございますとおり、ＩＴ人材については各産業で取り合いに

なっているというようなこともございますので、このあたりも１つの課題として考えてい

かなければいけないのではないかと考えているところでございます。 

 次は10ページ目でございます。新たなグローバル課題への対応ということで、最近特に

ＳＤＧｓというものについて世間で言われているところでございますけれども、こういう

ところでレジリエンスであるとか安全・安心みたいなことも掲げられてございますので、

安全性をしっかり守っている企業こそがマーケットでも評価されていく時代にだんだんな

りつつあるということを踏まえながら、各企業とも取り組んでいく必要があるのではない

かと思っているところでございます。 

 続きまして、大きな３つ目で、産業・市場構造の変化ということでございます。 

 １つ目は、12ページ目でございます。一番大きな話題としてよく言われている、ＩｏＴ、

ＡＩ、水素等の最新の技術がどんどん出てくるということでございまして、それを使いま

して保安技術を高めることもできる一方で、新しい技術にまだまだ規制の方が追いついて

いなくて、それが少しリスクになる。実際にここに書かれているような幾つかの新しい技

術を使ったようなものの事故も発生しているところでございますので、その中でどのよう

な規制体系にしていくかということが求められている部分でもございます。 
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 次に13ページ目は、新たなプレーヤーの参入でございますけれども、ＦＩＴ等々によっ

て再生エネルギーがとても広がってきているところでございまして、そうすると、従来の

大手の電力だけではなくて、ＩＴ企業、ベンチャー企業等々がこの分野に進出してくると

いうことになりますと、保安になれていないような方々も進出することによるリスクも出

てくるかと思いますし、右の方のグラフは、商取引がネットを通じて行われるということ

が増えてくると、どうしても粗悪な製品をある種つかまされてしまうようなこともあって、

その辺のリスクも高まってくるということが考えられるところでございます。 

 14ページ目が社会構造の変化ということで、これも十分御案内かと思いますが、少子高

齢化が進んで高齢化率が高まりますと、特に高齢者が使っているような製品の事故が増え

てくるということも考えなければいけないのではないかということでございます。 

 以上のようなリスクというか周辺の環境の変化などを踏まえながら、私どもは今後どの

ような課題を抱え、どのような行政をしていくべきかということについて、保安・レジリ

エンスの強化を含めた不断の取り組み、持続可能な産業保安力の確保、安全・安心の向上

に向けた新たな環境整備という大きな３つの柱で整理をしているところでございます。 

 最初が保安・レジリエンスの強化に向けた不断の取り組みで、17ページ目が全体のマッ

ピングになっておるのですけれども、ここに書かれてあるとおり、主な課題と取り組みの

方向性ということでまとめさせていただきまして、停電対応で先ほど電力のところでもご

ざいましたけれども、幾つかの課題に対して我々として取り組んでいくものを右側に掲げ

ているところでございます。この右側の我々が今考えている部分について、次のページで

幾つかの例示をさせていただければと思っているところでございます。 

 最初の18ページ目のところは、先ほど電力の資料２の方にもございました、危機管理体

制をしっかりやるときに情報共有、関係者の連携を進めていくというところで、自衛隊と

の連携であるとか自治体との連携等々について記載させていただいている部分でございま

す。 

 続いて19ページ目が、リスクをちゃんと評価して、それによって対策を重点化していく

ことが必要だろうということでございます。先ほどボンベの話で、ハザードマップを使っ

て対策を重点化していくというようなこともございましたが、同じようなことを各分野で

も始めているところでございます。 

 まず19ページがガスのところでございますけれども、私どもの委託事業としてガス協会

の方でこういう復旧見通しを精緻化するようなシステムの構築を行っているところでござ
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いますし、20ページ目につきましては、途中ではございますけれども、先ほどハザード情

報とか産業施設の立地情報、人口密度等々を重ね合わせて、マクロな視点での産業インフ

ラのリスクの分析などもできればということで、今、私どもが取り組もうとしている部分

でございます。 

 同じようにリスク評価した上で対策を重点化するという意味では、21ページの鉄塔と電

柱の今回の技術基準の見直しにつきましても、エリアの特徴などをしっかりと見定めなが

ら、そのリスクに応じて対策を重点化するような動きもみえてきているところでございま

す。 

 続きまして、22ページ目は、国民との関係のコミュニケーション、どのような情報共有

をしていく、広報活動をしていくという観点につきましても、これはガスの例示ではござ

いますけれども、そのような観点で周辺へのコミュニケーションを大事にしていくという

ことも重要かと思ってございます。以上が１つ目の柱でございます。 

 ２つ目は、持続可能な産業保安力の確保というところで、施設の高経年化、または人材

の高齢化などを踏まえて、いかに効率的に、しかも安全性のレベルを確保していくという

ことの対策について、幾つかの御紹介でございます。 

 24ページ目は、具体的な主な課題と取り組みの方向性の一覧でございまして、その個別

の幾つかの対策を次のページ以降、掲げさせていただいております。 

 まず25ページ目は、スマート保安の分野でございます。これは昨年の審議会でもいろい

ろと御議論いただいたところでございますけれども、ＩｏＴを導入して安全性のレベルを

高めようとしている企業に関する幾つかのガイドライン、ないしはインセンティブを合わ

せて整備しているというような状況でございまして、スーパー認定制度、ドローンの活用、

防爆規制の合理化について例示をさせていただいております。 

 このうちスーパー認定事業所につきましては、次の26ページに少し細かく書いてござい

ますけれども、高度なリスクアセスメントを実施し、ＩｏＴ、ビッグデータ等の新技術を

導入しているような事業所につきましては、連続運転期間を８年まで延ばせるというよう

なことの規制の合理化の措置をとらせていただいていると。2017年４月からスタートして

いる制度で、現在６事業所が認定されているという状況でございます。 

 27ページ目は、つい最近開始したばかりの仕組みでございまして、これまでの基準が、

Time Based Maintenanceと下の方にありますけれども、具体的な数字で区切った義務づけ

をさせていただいてございました。具体的にここにありますのは、開放検査を最大12年ま
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でに行うということが決められていたのですけれども、今や時代はＩｏＴとかセンサーを

使ってＡＩで分析することによって、それぞれの施設の状態をちゃんと管理することがで

きて、その状態に応じて、例えば管の肉厚がすごく薄くなってきたら、それは検査したり

交換する時期だろうということがわかってくるものですから、そういうことをちゃんとで

きる事業者については、あえて12年と定めなくても、一定の裕度を与えるという意味で、

余寿命の２分の１までというような形で、12年を超える場合も認めるというような制度改

正を行ってございます。これは11月29日に通達改正をして実施をしたというような仕組み

になってございます。これはCondition Based Maintenance、ＣＢＭと称しているところ

でございます。 

 28ページ目は、今申し上げたスマート保安の分野が、プラントのみならず、電力分野の

関係にも広げつつあって、今検討を進めようとしているところでございまして、同様に最

新の技術を使いながら、状態に応じた点検をすることができるということから、それに合

わせた規制の見直しなども検討し始めているところでございます。 

 このように新しい技術を使って各事業者の取り組みは進みつつあるのですけれども、

我々官の方とも連携をとりながら、我々の規制の見直しなども進めていきたいと考えてい

るところでございまして、29ページ目でございますけれども、これは新しくやっていこう

というような取り組みで、今考え始めたところでございますけれども、官と民の間で最新

の技術を導入して、どのような取り組みをしているかであるとか、民間での取り組みを私

ども共有させていただいて、そこを制度の見直しの生かしていこうではないかという、官

民一体となったプラットフォーム、議論の場のようなものがつくれないかということを考

えております。 

 こちらについては、同じように技術を使ったやり方につきましては業種を問わず、いろ

いろな業種に横展開できる分野もあろうかと思いますし、それによって当局の規制のあり

方についても、そのあたりを横串でいろいろ見ていく部分が必要だろうということもござ

いますので、できますれば関係業界を広く募って、当然、私ども保安グループのみならず、

例えばエネ庁であるとか、製造産業局であるとか、ほかの部局ともよく連携をとりながら、

一体的にやっていく場ができないかということで、詳細を今検討し始めたところというよ

うな状況になってございます。 

 あと、人材の確保という観点で、現場の魅力を向上しなければいけないということで、

これは電気保安の分野での取り組みでございますけれども、電気保安を担う電気工事士の
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方々についてもやはり若い人が集まりにくいというような状況もございますので、プロモ

ーション活動をやってみたりであるとか、規制の見直しをすることによって魅力あるよう

な現場をつくっていきたいという取り組みでございます。 

 一方で、新しい人が入ってくる、プレーヤーが入ってくる可能性もありますので、その

あたりの規律も確保していきたいということで、31ページ目のような規制改革も同時に検

討しているというような状況でございます。 

 最後が３番目の柱、安全・安心の向上に向けた新たな環境整備というところでございま

して、33ページ目が全体像でございます。先ほど御紹介した新しい革新的な技術が導入さ

れることによって、新しいプレーヤーも出てくると。それによって適切な安全規制なり体

制の構築をしていかなければいけないことで、私どもが今後取り組んでいかなければいけ

ない課題と方向性について全体像を掲げさせていただいております。 

 具体的なのが34ページ目以降ですけれども、まず34ページは、先ほど資料２でございま

した再生エネルギーに対する新たな規律の導入ということで、新しいプレーヤーが出てき

ていることに対して、特に小出力の分野についての規制の見直しをやっていきたいという

部分の御紹介でございます。 

 35ページは、火薬類の性能の規定化の話でございます。火薬類につきましては、昭和25

年にできた法律でございますので、少し古くなっているところもございます。一方で、火

薬を使った新しい産業形態、事業実態も始まってきているところでございまして、火薬を

エアバッグに使ってみるとか、ドローンのパラシュートに使うというような状況も出てい

ると聞いております。そういう新しい分野に対して、わかりやすい規制をつくるというこ

ともありまして、性能規定化なども進めている状況でございます。 

 36ページ目は、先ほども御紹介した新しいプレーヤーでインターネットモールを使った

出品が出てきて、それによって少し製品事故が起きているということに対する課題でござ

いますけれども、私どもは個別の事業者へのアプローチもさることながら、それをある種、

元締めというか全体を管理しているモール運営事業者との間の連絡を密にしていこうとい

うことで、右下にあるようなヤフーであるとか楽天、アマゾン、そういう方々との連絡会

合を実施して、意見交換させていただきながら、そこにぶら下がっている個別の出品者に

対するある種網を広げていくというようなことの取り組みを開始したところでございます。 

 37ページ目は、電気の分野につきましても、特に事故が起きてしまった後にしっかりと

分析をして今後に生かしていくということで、ＴＳＯ、Technical Support Organizatio
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n、技術支援機関というものですが、こういったものをＮＩＴＥ、製品評価技術基盤機構

にお願いしているところでございますけれども、こういうところも実際にどんどん詰めて、

あとは自己分析などをしっかりやっていきたいと考えているところでございます。 

 一番最後、38ページ目でございますけれども、高齢化が進むことによって、高齢者がど

のような行動をとっていくかということをデータでしっかりと把握して、分析した上で新

しい製品の製造に生かしていこうというところで、このようなデータのライブラリをつく

り始めているということの御紹介でございます。 

 駆け足になってしまいましたけれども、以上のような私どもで取り組もうとしている全

体像でございまして、それを資料５の机の上にあるＡ３の全体紙で示しつつ、個別の施策

を御紹介させていただきました。 

 本日、これからの時間以降は、皆様方から全体について大所高所からの御意見をいただ

いて、このような観点があるのではないかとか、このような取り組みをしたほうがいいの

ではないかということなどをいただきながら、引き続きこれをブラッシュアップしていっ

て、恐らくまた年度の前後に私どもこの分科会を開催させていただこうと思いますので、

その場で私どもの方からもまた更新版、アップデート版を示していけるように、また皆さ

んの御意見をいただきながらと考えているところでございますので、よろしくお願いいた

します。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、あと30分ちょっとでござ

いますけれども、ただいま御説明いただきました資料５の内容につきまして、皆さんから

大所高所からいろいろ御意見をいただきたいと思いますので、どうぞ活発に御議論いただ

ければと思います。それでは、たくさん上がっておりますので、橘川委員から順番にいき

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

○橘川委員  ありがとうございます。特に29ページの官民プラットフォームというのは

非常に意味があると思いますが、なぜそういうことをいうかというと、この大きな紙の一

番上のリスクのところで、１つ大きな要因が抜けていると思うのです。それは制度のリス

クです。例えば原子力発電所などでやることはたくさん増えてしまっているわけでありま

して、一つ一つの制度改革はそれぞれの分野で合理的なのでしょうけれども、他の分野と

あわせて全体的にみると、非常に摩擦が起きているというケースがあります。 

 今、コンビナートの現場で考えると、競争力にも、それから保安にも一番影響があるの
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は定修問題なのです。定修のベテランの人材、会社の人ではなくて、定修検査をやる人の

人材をどう確保するか。それをやろうとすると、働き方改革というのともろにぶつかりま

すし、あるいは下請規制の問題とももろにぶつかります。では調整しようかというと、今

度は独禁法とぶつかってしまう。 

 今、九州などだと、現実に九電が必死になって川内を動かそうと思って特重対策をやっ

ているので、他分野のところのメンテナンスまでそういうのが影響してくるという話があ

りますので、個々の制度のリスクが全体として保安のリスクを高めているという面が、そ

こをはっきりみないといけないと思うのです。 

 政府の審議会だといいにくいのかもしれないのですけれども、だったらどう解決するか。

官民プラットフォームは全くオーケーなのですけれども、現実に起きている問題に即して

でないと効果は上がらないと思いますので、例えば今の話だと、ＳＤＭのシャットダウン

メンテナンスに特化した、それにかかわる制度の調整のワーキンググループを立ち上げる

とか、そういうアプローチで問題を解決していくしかないのではないかと思います。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、三上委員、お願いいたし

ます。 

○三上委員  ありがとうございます。では、１点だけ、ＳＤＧｓとの関係についてコメ

ントさせていただきます。 

 今日の資料も10ページ目にＳＤＧｓが出てまいりますけれども、本日の主題というのは、

まさにＳＤＧｓのゴールそのものとすっぽり重なるのかなと感じています。もう少しＳＤ

Ｇｓのゴールと重ね合わせることで、政策の共生というか、あるいはグローバルな広がり

というか、単に産業保安行政という狭い分野といってはなんですけれども、から抜け出た

広がり、アピールが出るのではないかと思っています。 

 10ページ目に９番と11番が書いてありますけれども、先ほど岩本委員からお話がありま

したけれども、一番ぴったりくるのは13の１かなと思います。気候変動に伴う自然災害へ

のレジリエンスを強化するという、今日の主題もほぼ重なるのではないかと思いますので、

もちろん９番も大事ですし、11番も大事ですけれども、そのあたりのＳＤＧｓのゴール群

ともう少し重ね合わせた全体の位置づけをしていただければと思いました。 

 以上です。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、本多委員からお願いいた

します。 
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○広瀬委員（本多代理）  日本ガス協会の本多と申します。御説明いただきました19ペ

ージに、ガス分野の復旧見通しのお話を書いていただいておりますけれども、ガス業界も

台風だけではなくて、地震のときに地中にある配管のどこが破損するか、どこが危ないか

というような形のことを、今実験をしっかりしておりまして、東大様とも一緒に検討させ

ていただいて、揺れが起きたときにどこが一番危ないかということをしっかりわかるよう

に、日本国中やっていきたいと考えております。そのための応援とかについては、日本国

内でガス協会に入っているガス会社みんなが助けてもらえるように、そういうシステムは

作っております。 

 それから、22ページで御紹介いただきましたけれども、ガスの安全というのはやはりし

っかりしないと危ない状況でございまして、この中でも他工事、別の工事でガス管に穴を

開けてしまうとかそういうことがございますので、それに対するチラシ等も経済産業省様

でつくっていただいたりしております。本当にどうもありがとうございます。 

 もう１つ、技術部分で、やはり我々の保安人材もなかなか増えないといいますか、減っ

てきている中で、これから外国人活用というような形のことも経済産業省様でも御検討を

お願いしておりますし、それから、工事時間も国土交通省さんとの間でなかなか時間を延

ばすのは難しいのですけれども、１日１時間でも延ばせるようなことはできないかという

検討をさせていただいております。 

 あと、停電等の対策につきましては、今回の千葉の地震でもコジェネレーション等で病

院や倉庫等で冷蔵庫が動いているところなどは、ガスは全て供給できましたので、ガスで

発電してうまいこといったというお礼の言葉をいただいたり、住宅用でも燃料電池の方で

約350戸強のお客さんのところでずっと電気が供給できて、冷蔵庫をとめなくてよかった

とか、冷房もできてよかったというような形のこともございました。また経産省の方で補

助金もつくっていただいておりますので、ガス協会としてはレジリエンスに役立てるよう

な形で、しっかりとＰＲしていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、田村委員、お願いいたし

ます。 

○田村委員  まずは、台風15号、19号の受け取り方なのですけれども、この２つは全く

課題が違うと思います。台風15号は風によって新しい被害が起こるということに対して、

今後考えていかなければいけない。では、台風19号は何なのかというと、いわゆる東日本
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豪雨というような体裁ですよね。13都県の中でさまざまな被害が、おまけに事象も１つで

はなくて複合的に起こっているということなので、産業保安の方としてこういった事態を

受けて枠組みを見直されるかどうかの、今大きな岐路に立たされているのではないかと思

います。 

 そういう意味では、この紙の資料で防災のところは、リスクマネジメント、一番左側の

青いところで書いていただいていると思うのですけれども、何も語っていないのかなと思

いましたので、少し意見をさせていただきます。 

 ８つの分野がおありになって、安全・安心ということをその中で保安はやられるという

ことであれば、平時だけの安全・安心、事故のみの安全・安心ではなくて、災害時の安

全・安心にこれからどう取り組まれるのかということを少しお聞きしたいと思います。 

 防災にとっては、今、国の枠組みとしては、予測力、予防力、対応力の３つで考えろと

言われています。予測力というのは何なのかというと、どんな災害が起こって、起こった

後にどのぐらいの被害が広がるのかということをシミュレーション、簡単にいえば想像し

て、どう対応するかということになります。 

 予測力につきましては、もう皆さんいろいろおっしゃったように、どんどん事象が変わ

ってきているので、まずこれまでの予測ということについて保安を考えるときに、これま

では事故というのは、語弊があれば正していただきたいのですけれども、起こったことに

対して対応してきたのだと思うのですけれども、どちらかというと、その１つ上を見てい

かなければいけないということになります。 

 例えば台風19号につきましては、本川が守られたところは支川でバックウオーターが起

こって、思ってもいない方向から水が来たということがありました。それから、丸森町で

は山から崩れてきた土砂が河床にたまって、いろいろと事態を引き起こした。それだけで

も、保安の対象となる施設があれば、影響は違うと思うのです。それから、千曲川の破堤

で起こったように大規模河川が破堤するというような、どのような被害も起こるようにな

ってきています。 

 今、ハザードマップに応じて対応しているとおっしゃっておりましたが、ハザードマッ

プ自体は、もちろん地域によって違いますけれども、国、大規模河川については想定が終

わっておりますので、大規模河川においてはハザードマップができておりますが、今いっ

たような支川からのバックウオーターに対して、全部ハザードマップができ上がっている

わけではありません。 
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 なので、先ほどのハザードマップに応じてやっていますということが、果たしてそれで

よいのかどうかということが、今国民の間では議論になっているのに、それに応じてやっ

ていますということでまず十分なのかというところで、予測力に大きな問題があるのでは

ないかと思います。 

 それから、予防力については、皆さん方、やはりすごく先進的だと思うのです。事故が

起こるたびに検証されて、業界で見直されて、それを反映されている。なので備えについ

ては、事前対策についてはこれからたっぷりされますというのが、多分資料の緑だったり

赤だったりのところで、すごくよいかと思うのです。ただ、問題なのは、事故は１ヵ所で

起こって、もちろん大規模事故もあるでしょうが、基本は１ヵ所で起こって対応しようと

考えていますが、それだけでいいのかということです。先ほどいったように、広域で災害

が起こるときに、それから複数の分野にまたがって被害が起こるときに、その予防力でい

いのかどうかということを考えなければいけないというのが２つ目です。複合ということ

を考えるというのが２つ目。その点においては、予防力にも若干課題があります。 

 それから、全く問題なのが対応力ということかなと思います。連携というようにおっし

ゃっていますが、連携は平時の言葉です。協定を結んでいただいて連携していただくのは、

平時にやっていただくのは結構なのですが、いわゆる複合になってくると、マルチエージ

ェンシーコーディネーション、いわゆる実際にどう複数の頭がある機関が寄って、そこで

意思決定をして、対応を考えていくかという構造自体がこの保安の中にはないのではない

かと。平時の連携のみがあって、業界を超えて何かが起こって、例えば国交省さんに働き

かけて道路をこうしてくださいというときに、もし全ての業界団体の利害が反した場合は、

やはり経産省さんが調整する必要があるということになります。 

 なので、経産省さん自体がこの保安の中で、実際災害が起こったときにどうオペレーシ

ョンして、どうロジをやって、人を送りながら、戦略を組み立てて、実際に対応されるの

かという、保安の中での皆様方の対応についての振り返りだとか、今後の見通しが示され

ておりません。 

 ですので、予測力、予防力、対応力にわたって保安は今考えるべきときに来ているので

はないか。各業界団体のみにお願いしているということでは、もうおさまらないところに

来ているのではないかと認識していただいて、今後は２、３年に１回、水害が起こってき

ますので、これをしょっちゅうやらなければいけなくなる。だったら、今、対応体制を早

目につくったほうがいいと思います。 
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○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、近藤委員、お願いいたし

ます。 

○近藤委員  ありがとうございます。私は２点申し上げたいと思います。 

 まず１点目は、先ほど、御説明もありましたし、議論にも出ておりますように、最近の

産業保安のリスク要因としての自然災害の激化、設備の老朽化、人材不足など、なかなか

厳しい問題もあるわけですが、一方で、ＩｏＴ、ビッグデータを使ったＡＩ活用といった

ような新しい技術、あるいは新しい技術の担い手によるイノベーションへの期待などもご

ざいまして、これから改革すべきことはたくさんあろうかと思っているわけであります。 

 そういう中で、産業保安が抱える課題やとるべき課題は、電力、都市ガス、ＬＰ、高圧

ガス問わず、共通項が非常に多いと思うのです。その産業保安全体を俯瞰する立場のこの

分科会として、各分野でのいろいろな対策とか一貫性が本当にちゃんととられているのか

どうか、あるいは法令の規制範囲や要求水準が整合しているのかどうかということについ

て、あるいは規制の一部に遅れがないのかといったことについて、しっかりと目配りをし

ていく必要があると思っております。 

 同時に、こういったことについて市民、国民によく理解をしていただくということが非

常に大切でございまして、こういったことの啓発活動、広報活動もしっかりやっていただ

きたいと思います。これが１点目です。 

 ２点目は、29ページにございました官民一体のプラットフォーム構想の資料でございま

す。事業者と規制当局が話し合いの場をもって相互理解を深める、そして意見交換をする

というのは非常に有益だと私は思います。一方で、こういう議論をする場合に、産業界と

規制官庁、規制当局がやるだけではなくて、国民の理解、消費者の理解を得ないと受け入

れてもらえません。やはり安全・安心というのは国民の理解が不可欠でございますので、

２９ページのメンバー構成をもう少し広げていただいて、国民目線も入れて、多くの方の

意見を聞きながら実施をいただけるようにしていただいたらどうかと考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、続きまして、勝野委員、お願い

いたします。 

○勝野委員  ありがとうございます。電事連の勝野でございます。全体の今後の産業保

安行政のあり方について、まとめていただいておりますけれども、環境変化というのはま
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さに私ども事業の中で直面している課題でありますので、前段でありました自然災害によ

るリスクに対しては、レジリエンス強化という形ではありますけれども、やはり事前対策、

これはなるべく停電を起こさないという設備対策が主体になります。それから、事中、事

後ということで、起きてしまったら、やはり迅速な復旧に備えていくということで、しっ

かり対応していきたいと思っていますので、さまざまな課題、あるいは制度を検討されて

いきますので、行政、規制と協調しつつ、事業者としても取り組んでまいりたいと思って

います。 

 その上で２点、今資料説明いただいて、特に電気保安について意見を申し上げたいと思

っています。 

 まず、28ページのスマート保安についてなのですけれども、私ども一般電気事業者、送

配電事業者としては、保安規定に基づいて既にいろいろな電力設備というのは主任技術者

のもとでCondition Based Maintenanceというものをやっています。Condition Based Mai

ntenanceというのはやはり機器装置を理解していないと、なかなか診断はできませんので、

そういった意味では安全、あるいは品質の向上につながりますし、結果的に合理的な保守

になっていくということで、非常に大事なものだと思っています。 

 ここにありますように、特にＩｏＴやＡＩの新技術の導入による保安の高度化、スマー

ト化というのはぜひ取り組んでいっていただきたいと思っています。というのは、これは

多分、対象が主任技術者さんを委託して産業の保安をしているというように受け取ってお

りますので、私どもは自分たちの主任技術者がやっています。ですから、そういった意味

からすると、主任技術者１人当たりの委託数というのは今ほぼ決められているところが、

こういったスマート保安によって数を増やして、結果的に品質が上がり合理的なものにな

るというような認識をしていますけれども、その中で、スマート保安をやっていくための

センサーの設置するのは事業者側であり、結果的に合理化になっていくのが主任技術者側

であるとすると、やはりそこのところのコストとベネフィットの負担というのもうまくバ

ランスがとれるようなことを考えていかないと、なかなか進まないかなという感じがして

おりますので、御検討いただければと思っています。 

 こうした事業者の保安力に応じたメリハリのある規制にしていただくことで、新技術の

活用や保安力の向上に資する取り組みのインセンティブにつながるものと思っていますの

で、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 もう一点が、30ページなのですけれども、私どもにとっても保安人材の確保というのは
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本当に重要な課題だと思っていまして、特に若い方の入職の妨げになっている要因として、

休日や夜間の業務が多いということが挙げられます。その対策として、私どもでは、送電

工事現場に全国一斉休日を設定する、通称ラインマンホリデー制度と呼んでいますけれど

も、例えば体育の日を含む土日月を３連休として一斉休日するなど来年から実施する予定

でございます。今後、現場サイドの主体である関係会社との連携を密にして、課題解決に

向けて全力で取り組んでまいりたいと思っています。 

 その中でも重要なのが、今度は作業安全と作業員の健康というのも、設備の保有者、そ

して建設業者さんと組んでやっていかなければいけない、大きな課題となっています。 

 それからもう一点、点検や工事をするために、設備を停止、停電させる必要があり、こ

れも従来からずっと取り組んできて、お客様、あるいは設備所有者さん、事業者さんと協

調して、随分平日とか昼間にやらせていただけるようになってきておるのですが、逆にこ

こ数年、太陽光発電が急速に入ってきて、平日、昼間になかなかやれない形になってきて、

またどんどん夜間、休日へ作業がシフトしていってしまって、これはなかなか妙手妙案は

ないのですけれども、私どものインフラ事業者としても、他のインフラ事業者さんと同じ

ように、社会全体のサービス転換を視野に入れながら、こうした課題を共有していただき

ながら、何とか国を挙げた取り組みにしていただけないかなと思って、これはどちらかと

いうと現状認識程度で、妙案はありませんけれども、以上でございます。ありがとうござ

いました。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。それでは、立原委員、お願いいたし

ます。 

○立原委員  一言だけお願いがございます。近藤委員からも御発言いただきましたけれ

ども、官民のプラットフォームの構築は私どもも非常に有意義になるなと思っており、で

きましたら、私どもも積極的にこれに関与していきたいなと考えてございます。官民一体

のプラットフォームができれば、情報の共有化ができ、今まで以上に発展していくと思っ

ていますので、ぜひともよろしくお願いしたいなと思っています。私どもＬＰＧ業界も積

極的に参加させていただきますので、よろしくお願いします。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、小川委員、お願いいたします。 

○小川委員  27ページのCondition Based Maintenanceの関連で意見なのですが、この

ような形で高圧ガス小委員会の中で議論されたときに、他の省庁が所管するものとの関連
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はどうですかというような意見がありました。具体的にいえば、高圧ガス設備の開放検査

周期が延びたとしても、一緒にあるボイラー一圧が厚労省所管になっているので、そこの

整合性がとれなければ、幾らCondition Based Maintenanceになっても、十分なインセン

ティブにはならないわけです。やはりそういった省庁間の連携が非常に重要だと思ってい

まして、29ページに官民による議論の場というのがありますが、その際に官の方は、ぜひ

他の省庁も含めてこういった議論をしていただきたいと思います。 

 以上です。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、岩本委員、お願いいたします。 

○岩本委員  ありがとうございます。これからのことを考えたときに、インフラという

かライフラインが途切れたときなどに、減災対策に関係する分野は大変幅が広いので私た

ち、今、命を守るノウハウ、方法を伝えていくことが求められます。先ほどのボンベが流

出してどこか届いたら触らないでくださいよとか、水害後の住宅はブレーカーを落として

とか、特に太陽光発電設備やＥＶ車のショートなどそういう情報がどこか一括で見られる、

確認できるところはどこか。そういうのは自治体がやればいいというようなことかもしれ

ないのですけれども、もうこれからの時代は、命を守るノウハウを伝える部署というか窓

口というのを検討していただけたらいいなと思います。 

 以上です。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、東嶋委員、お願いいたします。 

○東嶋委員  ありがとうございます。小さい点で３点申し上げたいと思います。 

 １点は、産業市場構造の変化のところで、新たなプレーヤーの参入、エネルギー市場改

革による多様な事業者の参入ということがありますけれども、特に再生可能エネのところ

に既存の電力会社ではない事業者の方が参入されてきて、太陽光や風力発電などの保安に

ついては電気主任技術者さんが役割を担っていらっしゃると思いますけれども、実際の災

害が起きたときに現場にすぐに駆けつけられるかというと、なかなか難しいところがある

かと思いますので、ぜひこの点について予防ということを重点的に考えていただければと

思います。 

 それから２点目なのですが、プラント分野でスマート保安が進んでいて、ＣＢＭという

考え方は非常に合理的だとは思うのですけれども、一方で、今回の台風15号では君津市の

石油コンビナートで燃焼放散塔が倒壊したということが報告されました。これは暴風との

関係かと思いますけれども、やはりスマート保安と災害対応の整合性といいますか、両方
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ともやっていかなくてはいけないので、そこのところを目こぼしがないように対応を考え

ていただければと思います。 

 ３点目は、12ページに、ノルウェーの水素ステーションの爆発とか韓国の水素タンクの

爆発などが書いてありますけれども、これらの事象について既に分析をされているかと思

いますが、ぜひこういったものもオープンにしていただき、対策に反映していただければ

と考えます。 

 以上です。ありがとうございました。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。その他にいかがでしょうか。曽我委

員、お願いいたします。 

○曽我委員  私からは１点だけ、資料の30ページにございます電気保安人材の確保とい

う点につきまして、少しだけコメントさせていただきたいと思います。 

 持続可能性のある高い産業保安力の確保のためにスマート保安を進める一方で、やはり

人の力といいますか保安人材の重要性というのは、資料５で安心・安全の向上に向けた新

たな環境整備と、レジリエンス強化というほかの２本の柱とも関連して、重要性が増して

いるものと、法務実務でも実感しているところでございます。 

 30ページの資料では、大分あっさりと、ウエブサイトでいろいろ啓蒙するようなプロモ

ーション活動するということで書かれていますが、人材の確保というのは一朝一夕ではで

きないことでございまして、皆さん多分危機感をおもちだと思うのですけれども、単に皆

さんウエブコンテンツにアクセスしてくださいねというだけではなくて、より積極的な活

動が恐らく必須なのだと思っております。 

 先ほどＳＤＧｓと絡めてクロスボーダー的な観点から国際的にもアピールすることにつ

いて言及いただいた委員の先生もいらっしゃいましたけれども、こちらはまさに例えば女

性活用とかその他にも関連することと思いますし、あとは環境という観点から再エネの促

進にも関連することとも思いますので、もうちょっと積極的なお取り組みをすることにつ

いて、検討いただいてもよろしいのかなと思いました。 

 ここに盛り込めていないだけとは思うのですけれども、もっと積極的なことをやってい

るということの御説明があったほうが望ましいように思いました。 

 以上でございます。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、川島委員、お願いいたします 

○川島委員  ちょっと話がずれるのですけれども、一言言わせてください。先ほど鉱山
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のお話が出ましたときに、健康被害のフォローというお話がありましたけれども、福島で

フレコンバッグが川に流出して全部が回収されていなかったとか、破損していたとか、そ

ういうニュースがありました。私自身ショックだったこととして、たくあんを漬けようと

思って米ぬかを精米所にもらいに行ったところ、担当者から、お米が色々なところから持

ち込まれているため、精米所で放射線濃度を検査していないことから人の口に入る使用は

控えるようにとの話がありました。台風がもたらす災害においても、放射性物質に関係す

ることがあると国民が敏感になるということがあるので、注視していただきたいなと思い

まして、言わせていただきます。ありがとうございます。 

○横山分科会長  ありがとうございました。それでは、三浦委員、お願いいたします。 

○三浦委員  先ほど田村先生から予測力、予防力、対応力の話を聞けてよかったなと、

私は本当にそうだなと思っています。 

 先ほど東嶋委員からもありましたけれども、今後の水素スタンドのことなどもあるので

すが、これだけ様々な業界団体の方がお話をしてくださいましたが、やはり最後まで忘れ

ていただきたくないのは、リスクコミュニケーションの必要性ではないかなと思っていま

す。これから規制も変わっていったりとか、それぞれ自主保安に頼る部分というところが

増えていくのでしょうが、最後までリスクコミュニケーションのことも忘れずに、あらゆ

る分野の人たちがやっていく。保安というのは全国民、ワンチームの話だと思いますので、

行政だけが頑張るとか、業界団体が頑張るということだけではなく、一人一人の国民の意

識が非常に大事だと思いますので、リスコミの部分も忘れないでいただきたいのです。 

 それから３月だけ、１回でこの全てを終わらせるというのが今までのパターンだったの

ですが、この12月の段階でもこんなに、まだまだ聞けておらず、もっと詳しく聞きたいと

いう話が沢山あるのに、年１回だけで終わらせようというのはやはり間違っているのでは。

ですので、それぞれの業界団体も時間が足りないですよね。皆さんお伝えしたいことがい

っぱいあるはずです。確かにこの議事録を全ての国民が読むと私は思いません。とはいえ、

やっているのだということは、やはりそれぞれきちんと伝えていった方がいいですし、何

らかの形でどのように広報するか。単にホームページに掲載していますだけではなくて、

何かできる方策も考えて、国民一人一人が目を向けてくれるような保安審議会であったら

いいなと切に思いました。ありがとうございました。○横山分科会長  よろしゅうござ

いましょうか。では、チェックをさせていただきたいと思います。 

 それでは、大変申しわけありませんが、時間が本当に少なくて、皆さんの話ではないで
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すけれども、もう一回ぐらいやりたいところではありますけれども、各課からもまたいろ

いろコメントをいただきたいところですが、もう時間がありませんので、最後に小澤さん

の方からまとめでコメントをいただければと思います。 

○小澤技術総括・保安審議官  三浦委員の御示唆も踏まえて、３月か４月にもう一度、

さらにもう一回ぐらいやってもいいかもしれません。いずれにしても、この分野は保安と

災害、それから制度だけではなくて、産業をどのようにしていくかという面も含めて非常

に大事なので、しっかりと議論の場を設けたいと思います。 

 それで、本当に多岐にわたる御意見をいただきましてありがとうございました。今、全

ての御意見にご回答はできませんけれども、今日いただいた御意見を踏まえて、さらに

我々議論を重ねて、ブラッシュアップして、また３月、あるいは４月に臨みたいと思いま

す。 

 橘川委員、あるいは近藤委員、あとは小川委員からいただいた話で、制度のリスクです

が、他省庁のものも含めて他の精度との関係、横串的な部分をどのようにしていくかとい

うのは、私どもも本当に大きな課題だと思っています。例えば、私ども産業保安グループ

は16本の法律を抱えております。それは電力、ガス、それから火薬、そういったものも含

めて16本の法律がある中、本当にそこが整合的か。他省庁も含めたらもっと保安分野はあ

るわけでございまして、そういったものも横串でみながら、最新の知見を入れて、どのよ

うに法案の制度をつくっていくかというのは我々に課せられた非常に大きな課題でござい

ます。 

 その際に、事業者の皆さん、あるいは消費者の皆さん、住民の皆さんの意見を聞くとい

うことは非常に大事だと思いますので、官民のプラットフォームをつくる際には、近藤委

員にいわれたように、メンバー構成もしっかりと考えていきたいと思いますし、勝野委員

のところの電力業界とか、あるいはＬＰのところにもぜひ御参画いただいて、幅広くしっ

かりとした議論ができるようにしたいと思います。 

 それから、田村委員からいっていただいた災害のときの対応です。予測力、予防力、対

応力は、国の方も認識が高まってきていますので、徐々にレベルアップはしていると思う

のですけれども、まだまだ不十分なところは多々あろうかと思います。今回の場合にも、

例えば私などは国交省の局長さんと連日のようにお会いして、共有して、対応を進めると

いうことはもちろんあったわけでございますけれども、そういったレベルだけではなくて、

本当に個別の事項、あるいはそれが複合的に起こったときの対応というのは、まだまだ不
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十分なところがあろうと思いますので、そういったものの仕組み立てをしっかりと今回の

ことも教訓にさらにレベルを上げていきたいと考えています。そういった際には、また御

意見をいただければと思います。 

 それから、人材確保とかそういったものは本当に大事な課題でございまして、これはや

はり短期だけではなくて、長い目でみたときにどうしていくのかというのは、この分野だ

けではなくて、日本全体の課題でもあるのですけれども、そういった中で特に保安の分野

はなかなか人が集まりにくい状況というのができていますので、それをどのようにしてい

くかと、新しい技術をどのように組み合わせるかというものは、我々の分野の中でも特に

大きな課題の１つでございますので、それについてもしっかりと解をつくっていきたいと

思いますし、それこそ官民プラットフォームの場でそういったことが虚心坦懐に御議論し

ていただければと思います。 

 いずれにしても、今日いただいた意見を踏まえまして、さらにまたブラッシュアップし

て、ここの審議会にかけたいと思います。本当にありがとうございました。 

○横山分科会長  どうもありがとうございました。本日たくさん御意見をいただきまし

て、事務局においても整理を行っていただきまして、関係する小委員会におかれましても

ぜひ議論を深めていただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、事務局から今後の予定につきまして連絡をお願いします。 

○田尻保安課長  次回の分科会の開催につきましては、来春、３月か４月というのを予

定しておりますけれども、また詳細につきましては、後日改めて事務局から御連絡、また

日程の調整などをさせていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○横山分科会長  それでは、以上をもちまして、本日の会議を終了したいと思います。

活発な御議論、どうもありがとうございました。どうぞよいお年をお迎えくださいませ。 

 

                                 ――了―― 
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